
JP 2018-100403 A 2018.6.28

10

(57)【要約】
【課題】紫外線硬化型粘着剤、硬化物、及び粘着シートを提供すること。
【解決手段】本開示は、（Ａ）（ａ１）ポリエーテルポリオール、（ａ２）脂肪族ポリイ
ソシアネート、及び（ａ３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート又は（ａ３－２）
イソシアネート基含有モノ（メタ）アクリレートの反応物であるポリウレタン（メタ）ア
クリレート、（Ｂ）アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレート
、（Ｃ）シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）アクリレー
ト、（Ｄ）一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレート、（Ｅ）α－ヒドロキシアルキルフ
ェノン系光重合開始剤及びアシルホスフィンオキサイド系光重合開始剤からなる群から選
択される１種以上の光重合開始剤、（Ｆ）ヒンダードフェノール系酸化防止剤、並びに、
（Ｇ）チオエーテル系酸化防止剤を含む、紫外線硬化型粘着剤、硬化物、粘着シートを提
供する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）（ａ１）ポリエーテルポリオール、（ａ２）脂肪族ポリイソシアネート、及び（ａ
３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート又は（ａ３－２）イソシアネート基含有モ
ノ（メタ）アクリレートの反応物であるポリウレタン（メタ）アクリレート、
（Ｂ）アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレート、
（Ｃ）シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）アクリレート
、
（Ｄ）一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレート、
（Ｅ）α－ヒドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤及びアシルホスフィンオキサイド
系光重合開始剤からなる群から選択される１種以上の光重合開始剤、
（Ｆ）ヒンダードフェノール系酸化防止剤、並びに、
（Ｇ）チオエーテル系酸化防止剤を含み、
（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分、及び（Ｄ）成分の合計質量に対して、（Ｅ）成分
が０．１～２質量％、（Ｆ）成分が０．１～２質量％、（Ｇ）成分が、０．１～２質量％
、（Ｈ）粘着付与樹脂が、５質量％以下であり、
（Ｆ）成分と（Ｇ）成分との質量比（（Ｆ）／（Ｇ））が０．７～２．０であり、
（Ｉ）紫外線非反応性溶剤の含有量が１質量％未満である、
紫外線硬化型粘着剤。
【請求項２】
（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対して、夫々の比率が
順に２０～６０質量％、１０～５０質量％、１０～５０質量％、及び２０～６０質量％で
ある、請求項１に記載の紫外線硬化型粘着剤。
【請求項３】
（Ａ）成分の重量平均分子量が１０，０００～９０，０００である、請求項１又は２に記
載の紫外線硬化型粘着剤。
【請求項４】
（Ｅ）成分が、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン及び／又は２，４，６－ト
リメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキサイドである、請求項１～３のいずれか
１項に記載の紫外線硬化型粘着剤。
【請求項５】
（Ｆ）成分が、セミヒンダードフェノール系酸化防止剤である、請求項１～４のいずれか
１項に記載の紫外線硬化型粘着剤。
【請求項６】
（Ｈ）成分が、ロジン誘導体、ロジン及びロジン誘導体の水素添加樹脂、テルぺンフェノ
ール樹脂の水素添加樹脂、及び石油樹脂の水素添加樹脂からなる群から選択される１種以
上である、請求項１～５のいずれか１項に記載の紫外線硬化型粘着剤。
【請求項７】
請求項１～６のいずれか１項に記載の紫外線硬化型粘着剤の硬化物。
【請求項８】
請求項７の硬化物を粘着層とする、粘着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線硬化型粘着剤、硬化物、及び粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話、携帯ゲーム機、カーナビゲーション等のデジタル情報機器にはタッチ
パネル等の表示デバイスが使用されている。車載用タッチパネルは、主要用途であるカー
ナビケーションに加え、ディスプレイオーディオやリアシートエンターテイメント等の車
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載ディスプレイに搭載されている。車載用タッチパネルには、抵抗膜方式、静電容量方式
、赤外線方式があり、現状、抵抗膜方式と静電容量方式の２つの方式が主流となっている
。
【０００３】
　静電容量方式タッチパネルはマルチタッチやジェスチャー機能等による表示デバイスの
操作性に優れているうえ、曲面や異形の形状への加工が可能で、デザインの自由度が高い
。こうした特長が自動車のデザイン性向上に向けた取組みを強化する自動車メーカーや自
動車部品メーカーに評価され、今後も採用が拡大すると考えられる。
【０００４】
　静電容量方式タッチパネルに搭載される表示装置の製造時には、表示装置と光学部材や
、光学部材同士を貼り合わる目的で、透明な両面粘着シート（ＯＣＡ）が使用される。Ｏ
ＣＡの使用により、視認性、耐衝撃性及び信頼性を向上するメリットがある。一般の携帯
機器に使用されるＯＣＡは、透明性や耐候性、金属腐食防止性等の性能が求められる。車
載用途では、より高い耐湿熱性及び耐熱性が求められている。また、デバイスの耐衝撃性
及びデザイン性を向上するために、ＯＣＡの膜厚が厚くする傾向がある。
【０００５】
　特許文献１には、貯蔵安定性を向上するために、光硬化性樹脂組成物に酸化防止剤を添
加することが記載されている。また特許文献１には、ポリフェノール系酸化防止剤の添加
により、ポリエンとポリチオールを含む光硬化性樹脂組成物は、室温保管で粘度が上昇せ
ず、安定性が向上することも記載されている。
【０００６】
　特許文献２には、硬化した粘着層の透明性及び金属腐食性を向上するために、活性エネ
ルギー線硬化型粘着剤組成物にヒンダードフェノール系酸化防止剤を添加することが記載
されている。また特許文献２には、ヒンダードフェノール系酸化防止剤の添加により、硬
化した粘着層に関して、耐久性試験後の透明性及びＩＴＯフィルムに対する耐腐食性が向
上することも記載されている。
【０００７】
　特許文献３には、粘着シートの密着性を向上するために、ゴム、重合性モノマー、光重
合開始剤、及び粘着付与剤を含有する粘着シート形成用組成物にリン系の酸化防止剤を添
加することが記載されている。
【０００８】
　特許文献４には、光安定剤としてビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペ
リジル）デカンジオアートと、酸化防止剤としてトリフェニルホスフィン又はビス（２，
４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－６－メチルフェニル）エチルホスフィットを添加することが
記載されている。
【０００９】
　特許文献５には、カルボキシル基を実質的に含有しないアクリル系樹脂からなる粘着層
の耐熱黄変を向上するために、ベンゾトリアゾール系化合物及びヒンダードフェノール系
酸化防止剤を添加することが記載されている。ベンゾトリアゾール系化合物及びヒンダー
ドフェノール系酸化防止剤の両方と組み合わせて用いることによって、２５μｍの粘着層
は８０℃耐熱試験後に変色が抑制されたことも記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特許第５８６９９１６号公報
【特許文献２】国際公開第２０１４／１５６１９９号
【特許文献３】特開２０１６－１３５８３２号公報
【特許文献４】特許第５９９４４４５号公報
【特許文献５】特開２０１２－２０１０７８号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかし、特許文献１には、樹脂組成物の硬化物の安定性に関して記載はされておらず、
また特許文献２及び３には、耐熱黄変性に関する効果に関して記載されていない。さらに
特許文献４及び５には、１００℃以上という高温の場合における光安定剤の耐熱安定性に
ついては何ら記載がなされていない。
【００１２】
　本発明の課題は、実質的に無溶剤タイプの透明な紫外線硬化型粘着剤であって、高温高
湿により白濁化することがないため視認性や外観の保持性に優れ、なおかつ、高温時の耐
黄変性が優れた粘着層を形成可能な粘着剤を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は鋭意検討の結果、特定の条件を満足する紫外線硬化型粘着剤により前記課題
を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１４】
　本開示により以下の項目が提供される。
（項目１）
（Ａ）（ａ１）ポリエーテルポリオール、（ａ２）脂肪族ポリイソシアネート、及び（ａ
３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート又は（ａ３－２）イソシアネート基含有モ
ノ（メタ）アクリレートの反応物であるポリウレタン（メタ）アクリレート、
（Ｂ）アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレート、
（Ｃ）シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）アクリレート
、
（Ｄ）一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレート、
（Ｅ）α－ヒドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤及びアシルホスフィンオキサイド
系光重合開始剤からなる群から選択される１種以上の光重合開始剤、
（Ｆ）ヒンダードフェノール系酸化防止剤、並びに、
（Ｇ）チオエーテル系酸化防止剤を含み、
（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分、及び（Ｄ）成分の合計質量に対して、（Ｅ）成分
が０．１～２質量％、（Ｆ）成分が０．１～２質量％、（Ｇ）成分が、０．１～２質量％
、（Ｈ）粘着付与樹脂が、５質量％以下であり、
（Ｆ）成分と（Ｇ）成分との質量比（（Ｆ）／（Ｇ））が０．７～２．０であり、
（Ｉ）紫外線非反応性溶剤の含有量が１質量％未満である、
紫外線硬化型粘着剤。
（項目２）
（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対して、夫々の比率が
順に２０～６０質量％、１０～５０質量％、１０～５０質量％、及び２０～６０質量％で
ある、上記項目に記載の紫外線硬化型粘着剤。
（項目３）
（Ａ）成分の重量平均分子量が１０，０００～９０，０００である、上記項目のいずれか
１項に記載の紫外線硬化型粘着剤。
（項目４）
（Ｅ）成分が、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン及び／又は２，４，６－ト
リメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキサイドである、上記項目のいずれか１項
に記載の紫外線硬化型粘着剤。
（項目５）
（Ｆ）成分が、セミヒンダードフェノール系酸化防止剤である、上記項目のいずれか１項
に記載の紫外線硬化型粘着剤。
（項目６）
（Ｈ）成分が、ロジン誘導体、ロジン及びロジン誘導体の水素添加樹脂、テルぺンフェノ
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ール樹脂の水素添加樹脂、及び石油樹脂の水素添加樹脂からなる群から選択される１種以
上である、上記項目のいずれか１項に記載の紫外線硬化型粘着剤。
（項目７）
上記項目のいずれか１項に記載の紫外線硬化型粘着剤の硬化物。
（項目８）
上記項目の硬化物を粘着層とする、粘着シート。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の紫外線硬化型粘着剤は透明であり、かつ実質的に無溶剤であるため、粘着シー
ト作製の際に溶剤除去工程を省略できる。また、該組成物からなる粘着層（硬化物）は高
温高湿により白濁化することがないため、視認性や外観の保持性に優れ、かつ、高温時優
れた耐黄変性を奏する。また、該粘着層は無色透明であり、再剥離性も良好であり、加熱
処理後の保持力にも優れる。
【００１６】
　本発明の紫外線硬化型粘着剤は光学用途（例えば、デジタル表示装置における多層構造
の表示パネル）に好適である。また、上述したように高温高湿により白濁化することなく
視認性や外観の保持性に優れ、かつ、高温時の耐黄変性も良好であるため、車載用ディス
プレイ用途では優れた耐久性を発揮できる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　（１．紫外線硬化型粘着剤）
　（Ａ）（ａ１）ポリエーテルポリオール、（ａ２）脂肪族ポリイソシアネート、及び（
ａ３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート又は（ａ３－２）イソシアネート基含有
モノ（メタ）アクリレートの反応物であるポリウレタン（メタ）アクリレート、
（Ｂ）アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレート、
（Ｃ）シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）アクリレート
、
（Ｄ）一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレート、
（Ｅ）α－ヒドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤及びアシルホスフィンオキサイド
系光重合開始剤からなる群から選択される１種以上の光重合開始剤、
（Ｆ）ヒンダードフェノール系酸化防止剤、並びに、
（Ｇ）チオエーテル系酸化防止剤を含み、
（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分、及び（Ｄ）成分の合計質量に対して、（Ｅ）成分
が０．１～２質量％、（Ｆ）成分が０．１～２質量％、（Ｇ）成分が、０．１～２質量％
、（Ｈ）粘着付与樹脂が、５質量％以下であり、
（Ｆ）成分と（Ｇ）成分との質量比（（Ｆ）／（Ｇ））が０．７～２．０であり、
（Ｉ）紫外線非反応性溶剤の含有量が１質量％未満である、
紫外線硬化型粘着剤を提供する。
【００１８】
　（Ａ）ポリウレタン（メタ）アクリレート（（Ａ）成分ともいう）
　（Ａ）成分は、（ａ１）ポリエーテルポリオール、（ａ２）脂肪族ポリイソシアネート
、及び（ａ３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート又は（ａ３－２）イソシアネー
ト基含有モノ（メタ）アクリレートを反応させることにより得られる。
【００１９】
　（ａ１）ポリエーテルポリオール（（ａ１）成分ともいう）
　（ａ１）成分は、各種公知のポリエーテルポリオールを特に制限なく使用できる。（ａ
１）成分は二種以上併用できる。（ａ１）成分は、ポリエチレングリコール、ポリプロピ
レングリコール、ポリテトラメチレングリコール等が例示される。（ａ１）成分の市販品
は、アデカポリエーテルポリオール１０００、アデカポリエーテルポリオール２０００、
アデカポリエーテルポリオール３０００（以上、ＡＤＥＫＡ（株）製）、並びにＰＴＭＧ
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１０００及びＰＴＭＧ２０００（以上、三菱ケミカル（株）製）等が例示される。（ａ１
）成分は、粘着剤組成物の粘度の点で、ポリプロピレングリコールが好ましい。
【００２０】
　（ａ１）成分の物性は特に限定されないが、（ａ１）成分の数平均分子量（ゲルパーミ
エーションクロマトグラフィー法によるポリスチレン換算値。以下、同様。）の上限は４
０００、３５００、３０００、２５００、２０００、１５００、１０００、９００、８０
０等が例示され、下限は３５００、３０００、２５００、２０００、１５００、１０００
、９００、８００、７００等が例示される。上記数平均分子量の範囲は適宜（例えば上記
上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、高温保持力の
観点から、（ａ１）成分の数平均分子量は７００～４０００が好ましい。
【００２１】
　（ａ１）成分の重量平均分子量（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー法によるポ
リスチレン換算値。以下、同様。）の上限は５０００、４５００、４０００、３５００、
３０００、２５００、２０００、１５００等が例示され、下限は４５００、４０００、３
５００、３０００、２５００、２０００、１５００、１０００等が例示される。上記重量
平均分子量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１
つの実施形態において、（ａ１）成分の重量平均分子量は、１０００～５０００が好まし
い。
【００２２】
　また、（ａ１）成分の平均水酸基数も特に限定されないが、その上限は３、２．５、２
個等が例示され、下限は２．５、２、１．５個等が例示される。（ａ１）成分の平均水酸
基数の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実
施形態において、粘着力の観点から（ａ１）成分の平均水酸基数は１．５～３個程度が好
ましい。
【００２３】
　（ａ２）脂肪族ポリイソシアネート（（ａ２）成分ともいう）
　（ａ２）成分は、各種公知の脂肪族ポリイソシアネートを特に制限なく使用できる。（
ａ２）成分は二種以上を併用できる。（ａ２）成分は、非環式脂肪族ポリイソシアネート
、脂環族ポリイソシアネート等が例示される。
　非環式脂肪族ポリイソシアネートは、ヘキサメチレンジイソシアネート、トリメチルヘ
キサメチレンジイソシアネート等が例示される。
　脂環族ポリイソシアネートは、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、イソホロン
ジイソシアネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、水添キシレンジイソシア
ネート及び水添トリレンジイソシアネート等が例示される。
【００２４】
　（ａ２）成分に含まれるイソシアネート基の数は、特に限定されないが、粘着力の観点
から２～３個程度が好ましい。
【００２５】
　（ａ２）成分の脂肪族部分の炭素数も特に限定されないが、その上限は１２、１１、１
０、９、７個等が例示され、下限は１１、１０、９、７、６個等が例示される。（ａ２）
成分の脂肪族部分の炭素数の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設
定され得る。１つの実施形態において、粘着力及び高温保持力の観点から、（ａ２）成分
の脂肪族部分の炭素数は６～１２個程度が好ましい。
【００２６】
　（ａ３－１）水酸基含有モノ（メタ）アクリレート（（ａ３－１）成分ともいう）
　（ａ３－１）成分は、各種公知の水酸基含有モノ（メタ）アクリレートを特に制限なく
使用できる。（ａ３－１）成分は二種以上を併用できる。
　（ａ３－１）成分は、水酸基含有アルキルモノ（メタ）アクリレート等が例示される。
　水酸基含有アルキルモノ（メタ）アクリレートは、水酸基含有直鎖アルキルモノ（メタ
）アクリレート等が例示される。
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　水酸基含有直鎖アルキルモノ（メタ）アクリレートは、２－ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル
（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブ
チル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシルアクリレート等が例示される。
　これらの中でも耐久性及び低温柔軟性の点で全炭素数５～１０の水酸基含有モノ（メタ
）アクリレートが好ましく、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートと４－ヒドロキ
シブチル（メタ）アクリレートとが特に好ましい。
【００２７】
　本開示において「（メタ）アクリレート」とは「アクリレート及びメタクリレートから
なる群より選択される少なくとも１つ」を意味する。「（メタ）アクリル」とは「アクリ
ル及びメタクリルからなる群より選択される少なくとも１つ」を意味する。「（メタ）ア
クリロイル」とは「アクリロイル及びメタクリロイルからなる群より選択される少なくと
も１つ」を意味する。
【００２８】
　（ａ３－２）イソシアネート基含有モノ（メタ）アクリレート（（ａ３－２）成分とも
いう）
　（ａ３－２）成分は、各種公知のイソシアネート基含有モノ（メタ）アクリレートを特
に制限なく使用できる。（ａ３－２）成分は二種以上を併用できる。（ａ３－２）成分は
、２－イソシアナトエチル（メタ）アクリレート、１，１－（ビス（メタ）アクリロイル
オキシメチル）エチルイソシアネート等が例示される。
【００２９】
　（Ａ）成分の製造法は特に限定されず、各種公知のポリウレタン（メタ）アクリレート
の製法を採用できる。以下、（ａ３－１）成分を用いた場合に得られる（Ａ）成分（以下
、（Ａ１）成分）と、（ａ３－２）成分を用いた場合に得られる（Ａ）成分（以下、（Ａ
２）成分）とについて説明する。なお、（Ａ）成分として（Ａ１）成分と（Ａ２）成分を
併用できる。
【００３０】
　（Ａ１）成分は、（ａ１）成分と（ａ２）成分とを反応させてイソシアネート基末端ウ
レタンプレポリマー（（Ａ１’）成分ともいう）を一旦製造し、次いで（Ａ１’）成分と
（ａ３－１）成分を反応させることにより得られる。反応温度及び反応時間は特に限定さ
れず、７０～８５℃程度が好ましく、１～５時間程度が好ましい。（Ａ１）成分と（Ａ２
）成分の製造はいずれも無溶剤下で行ってもよいが、後述の（Ｂ）成分の存在下で行うこ
ともできる。
【００３１】
　また、（ａ１）成分と（ａ２）成分の使用比率は特に限定されないが、（ａ２）成分の
イソシアネート基のモル数（ＮＣＯ（ａ２））と（ａ１）成分の水酸基のモル数（ＯＨ（

ａ１））との比（ＮＣＯ（ａ２）／ＯＨ（ａ１））の上限は２、１．９、１．８、１．７
、１．６、１．５、１．４、１．３、１．２、１．１、１．０５等が例示され、下限は１
．９、１．８、１．７、１．６、１．５、１．４、１．３、１．２、１．１、１．０５、
１．０１等が例示される。（ＮＣＯ（ａ２）／ＯＨ（ａ１））の範囲は適宜（例えば上記
上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、分子量制御の
観点から１．０１～２程度が好ましい。
【００３２】
　また、（Ａ１’）成分と（ａ３－１）成分の比率も特に限定されないが、前者のイソシ
アネート基のモル数（ＮＣＯ（Ａ１’））と後者の水酸基のモル数（ＯＨ（ａ３－１））
との比（ＮＣＯ（Ａ１’）／ＯＨ（ａ３－１））の上限は１、０．９、０．８、０．７、
０．６、０．５、０．４、０．３等が例示され、下限は０．９、０．８、０．７、０．６
、０．５、０．４、０．３、０．２５等が例示される。（ＮＣＯ（Ａ１’）／ＯＨ（ａ３

－１））の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つ
の実施形態において、紫外線硬化性の観点から０．２５～１程度が好ましい。
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【００３３】
　（Ａ２）成分は、（ａ１）成分と（ａ２）成分とを反応させて水酸基末端ポリウレタン
（以下、（Ａ２’）成分）を得た後、（Ａ２’）成分と（ａ３－２）成分を反応させれば
よい。反応温度及び反応時間は（Ａ１）成分の項目において記載したものと同様である。
【００３４】
　また、（ａ１）成分と（ａ２）成分の使用比率は特に限定されないが、（ＮＣＯ（ａ２

）／ＯＨ（ａ１））の上限は０．９９、０．９、０．８、０．７、０．６、０．５５等が
例示され、下限は０．９５、０．８、０．７、０．６、０．５等が例示される。（ＮＣＯ

（ａ２）／ＯＨ（ａ１））の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設
定され得る。１つの実施形態において、分子量制御の観点から（ＮＣＯ（ａ２）／ＯＨ（

ａ１））は０．５０～０．９９程度が好ましい。
【００３５】
　（Ａ２’）成分と（ａ３－２）成分の比率も特に限定されないが、（ａ３－２）成分の
イソシアネート基のモル数（ＮＣＯ（ａ３－２））と（Ａ２’）成分の水酸基のモル数（
ＯＨ（Ａ２’））との比（ＮＣＯ（ａ３－２）／ＯＨ（Ａ２’））の上限は１、０．９、
０．８、０．７、０．６、０．５５等が例示され、下限は０．９５、０．８、０．７、０
．６、０．５等が例示される。（ＮＣＯ（ａ３－２）／ＯＨ（Ａ２’））の範囲は適宜（
例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、紫
外線硬化性の観点から（ＮＣＯ（ａ３－２）／ＯＨ（Ａ２’））は０．５～１程度が好ま
しい。
【００３６】
　（Ａ）成分中の（メタ）アクリロイル基の平均個数は特に制限されないが、その上限は
、４、３．５、３、２．５、２．２、２等が例示され、下限は、３．５、３、２．５、２
．２、２、１．８、１．５等が例示される。（Ａ）成分中の（メタ）アクリロイル基の平
均個数の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの
実施形態において、好ましくは１．５～４程度、より好ましくは２～４程度、さらに好ま
しくは１．８～２．２程度である。
【００３７】
　なお、本開示において、「（Ａ）成分中の（メタ）アクリロイル基の平均個数」とは、
（Ａ）成分の１分子中に存在する（メタ）アクリロイル基についての平均個数であり、（
Ａ）成分中に存在する（メタ）アクリロイル基の個数の総和を（Ａ）成分の全分子数で割
ったものである。上記平均個数は各成分の物質量等に基づいて計算することができる。
【００３８】
　（Ａ）成分の物性は特に限定されないが、重量平均分子量（ゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー法によるポリスチレン換算値。以下、同様。）の上限は９０，０００、８
０，０００、７０，０００、６０，０００、５８，０００、５５，０００、５０，０００
、４０，０００、３０，０００、２０，０００、１５，０００等が例示され、下限は８５
，０００、８０，０００、７０，０００、６０，０００、５８，０００、５５，０００、
５０，０００、４０，０００、３０，０００、２０，０００、１０，０００等が例示され
る。（Ａ）成分の重量平均分子量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択し
て）設定され得る。１つの実施形態において、粘着力及び高温保持力の観点から（Ａ）成
分の重量平均分子量は、１０，０００～９０，０００が好ましい。
【００３９】
　また、（Ａ）成分のガードナー色数は特に限定されないが１以下が好ましい。
【００４０】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ａ）成分の
含有量の上限は、６０、５０、４９、４５、４０、３５、２５、２１質量％等が例示され
、下限は、４９、４５、４０、３５、２５、２１、２０質量％等が例示される。上記含有
量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施
形態において、硬化性及び粘着力並びに粘着剤のハンドリング性の観点から、（Ａ）成分
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、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ａ）成分の比率は、２０
～６０質量％が好ましく、２０～５０質量％がより好ましく、２０～４５質量％がより好
ましい。
【００４１】
　（Ｂ）アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレート（（Ｂ）成
分ともいう）
　（Ｂ）成分は、アルキル基の炭素数が４～１２のアルキルモノ（メタ）アクリレートを
特に制限なく使用できる。（Ｂ）成分は二種以上を併用できる。（Ｂ）成分は、直鎖アル
キルモノ（メタ）アクリレート、分岐アルキルモノ（メタ）アクリレート等が例示される
。
　アルキル基の炭素数が４～１２の直鎖アルキルモノ（メタ）アクリレートは、ｎ－ブチ
ルアクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、デ
シル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリ
レート等が例示される。
　アルキル基の炭素数が４～１２の分岐アルキルモノ（メタ）アクリレートは、イソブチ
ルアクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アク
リレート、イソノニル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート等が例示
される。
【００４２】
　なお（Ｂ）成分のアルキル基の炭素数の上限は１２、１１、１０、９個等が例示され、
下限は１１、１０、９、８個等が例示される。（Ｂ）成分のアルキル基の炭素数の範囲は
適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態におい
て、粘着力及び粘着組成物の粘度の観点から（Ｂ）成分のアルキル基の炭素数は８～１２
個が好ましい。
【００４３】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｂ）成分の
含有量の上限は、５０、４５、４０、３５、３０、２５、２０、１５質量％等が例示され
、下限は、４５、４０、３５、３０、２５、２０、１５、１０質量％等が例示される。上
記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つ
の実施形態において、硬化物のハンドリング性及び粘着力の観点から、（Ａ）成分、（Ｂ
）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｂ）成分の含有量は、１０～５
０質量％が好ましく、２０～４０質量％がより好ましい。
【００４４】
　（Ｃ）シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）アクリレー
ト（（Ｃ）成分ともいう）
　（Ｃ）成分は、シクロアルキル基の炭素数が６～１０のシクロアルキルモノ（メタ）ア
クリレートを特に制限なく使用できる。（Ｃ）成分は、単環アルキルモノ（メタ）アクリ
レート、架橋環アルキルモノ（メタ）アクリレート等が例示される。
　単環アルキルモノ（メタ）アクリレートは、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、４
－ｔ－ブチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート等が例示される。
　架橋環アルキルモノ（メタ）アクリレートは、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジ
シクロペンタニル（メタ）アクリレ－ト等が例示される。本開示において「架橋環」とは
、同じ環の互いに隣接しない２個以上の炭素を連結する構造を有している環を意味する。
【００４５】
　なお（Ｃ）成分のアルキル基の炭素数の上限は１０、９、８、７個等が例示され、下限
は９、８、７、６個等が例示される。（Ｃ）成分のアルキル基の炭素数の範囲は適宜（例
えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、粘着
力の観点から（Ｃ）成分のアルキル基の炭素数は６～１０が好ましい。
【００４６】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｃ）成分の
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含有量の上限は、５０、４５、４０、３５、３０、２５、２０、１５質量％等が例示され
、下限は、４５、４０、３５、３０、２５、２０、１５、１０質量％等が例示される。上
記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定され得る。１つ
の実施形態において、粘着力及び高温保持力並びに及び粘着剤のハンドリング性の観点か
ら、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｃ）成分
の含有量は、１０～５０質量％が好ましく、１０～３０質量％がより好ましい。
【００４７】
　（Ｄ）一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレート（（Ｄ）成分ともいう）
　（Ｄ）成分は、各種公知の一級水酸基含有モノ（メタ）アクリレートを特に制限なく使
用できる。（Ｄ）成分は二種以上を併用できる。（Ｄ）成分は、一級水酸基含有非環式モ
ノ（メタ）アクリレート、一級水酸基含有環式モノ（メタ）アクリレート等が例示される
。
【００４８】
　本開示において「非環式モノ（メタ）アクリレート」とは分子内に環状構造を含まない
モノ（メタ）アクリレートである。一級水酸基含有非環式モノ（メタ）アクリレートは、
一級水酸基含有直鎖アルキルモノ（メタ）アクリレート、一級水酸基含有分岐アルキルモ
ノ（メタ）アクリレート等が例示される。一級水酸基含有直鎖アルキルモノ（メタ）アク
リレートは、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ
）アクリレート等が例示される。
【００４９】
　本開示において「環式モノ（メタ）アクリレート」とは分子内に環状構造を含むモノ（
メタ）アクリレートである。「環式モノ（メタ）アクリレート」は、シクロヘキサンジメ
タノールモノ（メタ）アクリレート等が例示される。
【００５０】
　（Ｄ）成分に含まれる一級水酸基の数は、特に限定されないが、耐湿熱性の観点から１
～２個程度が好ましい。
【００５１】
　（Ｄ）成分の全炭素数は、特に限定されないが、粘着力の観点から５～１０個程度が好
ましい。
【００５２】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｄ）成分の
含有量の上限は、６０、５５、５０、４５、４０、３５、３０、２５、２１質量％等が例
示され、下限は、５５、５０、４５、４０、３５、３０、２５、２１、２０質量％等が例
示される。上記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択して）設定さ
れ得る。１つの実施形態において、硬化物の硬化性及び耐久性の観点から、（Ａ）成分、
（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｄ）成分の含有量は、２０
～６０質量％が好ましく、２１～６０質量％がより好ましく、２１～４０質量％がさらに
好ましい。
【００５３】
　（Ｅ）光重合開始剤（（Ｅ）成分ともいう）
　（Ｅ）成分は、α－ヒドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤（（Ｅ１）成分ともい
う）及びアシルホスフィンオキサイド系光重合開始剤（（Ｅ２）成分ともいう）からなる
群から選択される１種以上のものである。（Ｅ１）成分、（Ｅ２）成分ともに２種以上を
併用してもよい。また（Ｅ１）成分、（Ｅ２）成分を併用して使用してもよい。
【００５４】
　（Ｅ１）α－ヒドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤
　（Ｅ１）成分は、各種公知のものを特に制限なく使用できる。本開示において「α－ヒ
ドロキシアルキルフェノン系光重合開始剤」とはα－ヒドロキシアルキルフェノン構造を
有する光重合開始剤である。（Ｅ１）成分は、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケ
トン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－[４－(２－
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ヒドロキシエトキシ)フェニル]－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン
、２－ヒドロキシ－１－{４－[４－(２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオニル)ベンジル
]フェニル}－２－メチルプロパン－１－オン等が例示される。
【００５５】
　（Ｅ２）アシルホスフィンオキサイド系光重合開始剤
　（Ｅ２）成分は、各種公知のものを特に制限なく使用できる。本開示において「アシル
ホスフィンオキサイド系光重合開始剤」とはアシルホスフィンオキサイド構造を有する光
重合開始剤である。（Ｅ２）成分は、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホ
スフィンオキサイド、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)-フェニルホスフィンオ
キサイド等が例示される。
【００５６】
　（Ｅ１）成分及び（Ｅ２）成分の中でも高温時の耐黄変性の点より１－ヒドロキシシク
ロヘキシルフェニルケトンと２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィン
オキサイドが好ましい。
【００５７】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｅ）成分の
含有量の上限は、２、１．５、１、０．５質量％等が例示され、下限は、１．５、１、０
．５、０．１質量％等が例示される。上記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限
の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、粘着剤の硬化性及び高温時
の耐熱黄変性の観点から、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質
量に対する（Ｅ）成分の含有量は、０．１～２質量％が好ましく、０．１～１質量％がよ
り好ましく、０．１～０．５質量％がさらに好ましい。
【００５８】
　（Ｆ）ヒンダードフェノール系酸化防止剤（（Ｆ）成分ともいう）
　本開示において「ヒンダードフェノール系酸化防止剤」とは、下記ヒンダードフェノー
ル構造を有する酸化防止剤（（Ｆ１）成分ともいう）、下記セミヒンダードフェノール構
造を有する酸化防止剤（（Ｆ２）成分ともいう）、下記レスヒンダードフェノール構造を
有する酸化防止剤（（Ｆ３）成分ともいう）からなる群より選択される少なくとも１つを
意味する。（Ｆ１）～（Ｆ３）成分は単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい
。
【００５９】
　本開示において、ヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤（Ｆ１）とは下記一般
式（１）で表される
【化１】

構造を有する酸化防止剤を意味する。
【００６０】
　ヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤は、テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔ
－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸］ペンタエリトリトール（ＢＡＳＦ社
製のＩｒｇａｎｏｘ１０１０）、３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオン酸ステアリル（ＢＡＳＦ社製のＩｒｇａｎｏｘ１０７６）、オクチ
ル－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロ肉桂酸（ＢＡＳＦ社製のＩ
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ｒｇａｎｏｘ１１３５）、２，４，６－トリス（３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
’－ヒドロキシベンジル）メシチレン（ＢＡＳＦ社製のＩｒｇａｎｏｘ１３３０）等が例
示される。
【００６１】
　本開示において、セミヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤（Ｆ２）は下記一
般式（２）で表される
【化２】

構造を有する酸化防止剤を意味する。
【００６２】
　セミヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤は、３，９－ビス［２－｛３－（３
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ｝－１
，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン
（アデカ社製のアデカスタブＡＯ－８０）、エチレンビス（オキシエチレン）ビス［３－
（５－ｔｅｒｔ－ブチル－ヒドロキシ－ｍ－トリル）プロピオネート］（ＢＡＳＦ社製の
Ｉｒｇａｎｏｘ２４５）、トリエチレングリコールビス［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－
４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオネート］（アデカ社製のアデカスタブＡ
Ｏ－７０）等が例示される。
【００６３】
　本開示において、レスヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤（Ｆ３）とは下記
一般式（３）で表される

【化３】

構造を有する酸化防止剤を意味する。
【００６４】
　レスヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤は、１，１，３－トリス－（２－メ
チル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ブタン（アデカ社製のアデカス
タブＡＯ－３０）、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ノール）（アデカ社製のアデカスタブＡＯ－４０）等が例示される。
【００６５】
　従来、ヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤を使用する場合、所望の効果を達
成する為には、上記一般式（１）で表わされる成分を必須としなければならない場合があ
った。しかし驚くべきことに、本発明では上記一般式（１）で表わされる成分を必須とし
なくとも一般式（２）で表わされるセミヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤の
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みを用いることにより所望の効果を達成できることが明らかとなった。さらに驚くべきこ
とには一般式（３）で表わされるレスヒンダードフェノール構造を有する酸化防止剤のみ
を使用した場合であっても所望の効果を達成できることが明らかとなった。
【００６６】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｆ）成分の
含有量の上限は、２、１．５、１、０．５質量％等が例示され、下限は、１．５、１、０
．５、０．１質量％等が例示される。上記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限
の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、
（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｆ）成分の含有量は、耐熱黄変性の観点
から、０．１～２質量％が好ましく、０．１～１質量％がより好ましい。
【００６７】
　（Ｇ）チオエーテル系酸化防止剤（（Ｇ）成分ともいう）
　本開示において「チオエーテル系酸化防止剤」とは、チオエーテル構造を有する酸化防
止剤を意味し、特に制限なく使用できる。（Ｇ）成分は２種類以上を併用してもよい。
【００６８】
　チオエーテル系酸化防止剤は、３－アルキルチオプロピオン酸又はそのエステル、チオ
カルボン酸アルキルエステルの２量化チオエーテル、ジアルキルスルフィド等が例示され
る。
【００６９】
　３－アルキルチオプロピオン酸又はそのエステルは、３－ラウリルチオプロピオン酸、
３－ラウリルチオプロピオン酸メチル、（３－オクチルチオプロピオン酸）ペンタエリス
リトールテトラエステル、（３－デシルチオプロピオン酸）ペンタエリスリトールテトラ
エステル、（３－ラウリルチオプロピオン酸）ペンタエリスリトールテトラエステル、（
３－オレイルチオプロピオン酸）ペンタエリスリトールテトラエステル、（３－ステアリ
ルチオプロピオン酸）ペンタエリスリトールテトラエステル、（３－ラウリルチオプロピ
オン酸）－４，４’－チオジ（３－メチル－５－ｔｅｒｔ－ブチル－４－フェノール）エ
ステル等が例示される。
【００７０】
　チオカルボン酸アルキルエステルの２量化チオエーテルは、ジオクチルチオジプロピオ
ネート、ジデシルチオジプロピオネート、ジラウリルチオジプロピオネート、ジミリスチ
ルチオジプロピオネート、ジステアリルチオジプロピオネート、ラウリルステアリルチオ
ジプロピオネート、ジステアリル－β，β’－チオジブチレート等が例示される。
【００７１】
　ジアルキルスルフィドは、ジメチルスルフィド、メチルドデシルスルフィド、ジラウリ
ルスルフィド、ジステアリルスルフィド等が例示される。
【００７２】
　その他のチオエーテル系酸化防止剤は、２，４－ビス（オクチルチオメチル）－ｏ－ク
レゾール、２，４－ビス（ドデシルチオメチル）－ｏ－クレゾール等が例示される。
【００７３】
　（Ｇ）成分の市販品は、ジオクタデシル－３，３’－チオジプロピオネート（三菱ケミ
カル社製の「ＤＳＴＰ「ヨシトミ」」）、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート
（三菱ケミカル社製の「ＤＬＴＰ「ヨシトミ」」）、ジトリデシル－３，３’－チオジプ
ロピオネート（アデカ社製のアデカスタブＡＯ－５０３）、ジステアリル－３，３’－チ
オジプロピオネート、４，６－ビス（ドデシルチオメチル）－Ｏ－クレゾール（ＢＡＳＦ
社製Ｉｒｇａｎｏｘ１７２６）、２,２'－チオジエチルビス[３－(３,５－ジ－tert－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル)プロピオナート]（ＢＡＳＦ社製Ｉｒｇａｎｏｘ１０３５
）等が例示される。
【００７４】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｇ）成分の
含有量の上限は、２、１．５、１、０．５質量％等が例示され、下限は、１．５、１、０
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．５、０．１質量％等が例示される。（Ｇ）成分の含有量の範囲は適宜（例えば上記上限
及び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、（Ａ）成分、（Ｂ
）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｇ）成分の含有量は、耐熱黄変
性の観点から、０．１～２質量％が好ましく、０．１～１質量％がより好ましい。
【００７５】
　上記粘着剤における上記（Ｆ）成分の含有量と上記（Ｇ）成分の含有量との質量比（（
Ｆ）／（Ｇ））は、上限は２．０、１．５、１．０、０．８等が例示され、下限は１．５
、１．０、０．７等が例示される。（（Ｆ）／（Ｇ））の範囲は適宜（例えば上記上限及
び下限の値から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、質量比（（Ｆ）／（
Ｇ））は、耐熱黄変性の観点から、０．７～２．０が好ましく、１．０～１．５がより好
ましい。
【００７６】
　（Ｈ）粘着付与樹脂（（Ｈ）成分ともいう）
　（Ｈ）成分は、粘着力及び柔軟性向上の目的で利用可能な任意成分であり、ロジン誘導
体や水素添加樹脂等が挙げられる。水素添加樹脂はロジン及びロジン誘導体の水素添加樹
脂、テルぺンフェノール樹脂の水素添加樹脂、石油樹脂の水素添加樹脂等が例示される。
【００７７】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｈ）成分の
含有量の上限は、５、４、３、２、１質量％等が例示され、下限は４、３、２、１、０質
量％等が例示される。上記含有量の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値から選択し
て）設定され得る。１つの実施形態において、高温保持力の観点から、（Ａ）成分、（Ｂ
）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の合計質量に対する（Ｈ）成分の含有量は５質量％以
下が好ましい。
【００７８】
　（Ｉ）紫外線非反応性溶剤（（Ｉ）成分ともいう）
　本開示において、「紫外線非反応性溶剤」とは、紫外線を照射しても反応（重合）しな
い溶剤を意味する。
【００７９】
　紫外線非反応性溶剤は、酢酸エチル、酢酸ブチル、トルエン、キシレン、メタノール、
エタノール、プロパノール、ブタノール、アセトン、メチルイソブチルケトン、メチルエ
チルケトン、シクロヘキサノン、エチルセロソルブ、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、ジアセトンアルコール等が例示される。
【００８０】
　上記粘着剤に含まれる紫外線非反応性溶剤の含有量が好ましくは１質量％未満、より好
ましくは０．１質量％未満、さらに好ましくは０．０１質量％未満、最も好ましくは０質
量％である。なお、粘着剤に含まれる紫外線非反応性溶剤は、上記粘着剤の各原料に由来
する場合がある。
【００８１】
　１つの実施形態において、本発明に係る粘着剤における（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ
）成分及び（Ｄ）成分の比率は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分の
合計質量に対して、夫々の比率が順に２０～６０質量％、１０～５０質量％、１０～５０
質量％、及び２０～６０質量％が好ましい。
【００８２】
　（添加剤）
　上記粘着剤は、必要に応じて、上記（Ａ）～（Ｉ）成分以外の剤を添加剤として含み得
る。添加剤は２種以上を併用してもよい。添加剤は、表面調整剤、界面活性剤、紫外線吸
収剤、光安定剤、無機フィラー、シランカップリング剤、コロイダルシリカ、消泡剤、湿
潤剤、防錆剤等が例示される。
【００８３】
　１つの実施形態において、添加剤含有量は、粘着剤１００質量部に対して、５０、４０
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、２５、１０、５、１、０．１、０．０１質量部未満、０質量部等が例示される。
【００８４】
　（粘着剤の製造方法）
　本発明の粘着剤は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｄ）成分、（Ｅ）成分、（Ｆ）成分及
び（Ｇ）成分並びに必要に応じて（Ｃ）成分、（Ｈ）成分及び前記添加剤からなる群より
選ばれる少なくとも一種を混合することによって得られる。混合手段及び混合順序は特に
限定されない。また、（Ａ）成分使用時に（Ｂ）成分を希釈溶剤として使用した場合は、
（Ａ）成分の（Ｂ）成分の溶液に、本発明の粘着剤の原料を混合すればよい。
【００８５】
　（粘着剤の物性等）
　本発明の粘着剤は、ガードナー色数（ＪＩＳ　Ｋ５６００）が好ましくは１以下、好ま
しくはハーゼン色数（ＪＩＳ　Ｋ５６００）が２５０以下であり、透明性に優れる。
【００８６】
　本発明の粘着剤の粘度（ｍＰａ・ｓ／２５℃）の上限は、１００００、９０００、８０
００、７０００、６０００、５０００、４０００、３０００、２０００、１０００、７５
０、５００、２５０、１５０等が例示され、下限は、９０００、８０００、７０００、６
０００、５０００、４０００、３０００、２０００、１０００、７５０、５００、２５０
、１５０、１００等が例示される。上記粘度の範囲は適宜（例えば上記上限及び下限の値
から選択して）設定され得る。１つの実施形態において、本発明の粘着剤の粘度（ｍＰａ
・ｓ／２５℃）が好ましくは１００～１００００、より好ましくは５００～７０００であ
る。上記粘度は、Ｅ型粘度計（ＴＶＥ－１０（東機産業（株）製）による測定値（５分）
である。
【００８７】
　（２．硬化物）
　本開示は、上記紫外線硬化型粘着剤の硬化物を提供する。本発明の硬化物は、本発明の
紫外線硬化型粘着剤を硬化させたものであり、粘着層として機能する。
【００８８】
　本発明の硬化物の形成方法は特に限定されず、本発明の粘着剤を各種プラスチックフィ
ルム基材に塗工し、紫外線を照射することにより得られる。紫外線光源は、キセノンラン
プ、高圧水銀灯、メタルハライドランプを有する紫外線照射装置が例示される。該装置に
おける、紫外線光量及び光源、並びに搬送速度等の条件は特に限定されず、光量が８０～
１６０Ｗ／ｃｍ程度、搬送速度が３～５０ｍ／分程度が好ましい。
【００８９】
　プラスチックフィルム基材は、ポリエチレンテレフタレートフィルム（ＰＥＴフィルム
）、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチ
ルペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチ
レンナフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポリウレタンフィル
ム、エチレン酢酸ビニルフィルム、アイオノマー樹脂フィルム、エチレン・（メタ）アク
リル酸共重合体フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸エステル共重合体フィルム、ポ
リスチレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリイミドフィルム、フッ素樹脂フィ
ルム等が例示される。また、これらの架橋フィルムも用いられる。さらに、これらの積層
フィルムであってもよい。これらのフィルムは、軽～重剥離処理が施したものであったり
、易接着層を備えたものであったりしてよい。
【００９０】
　本発明の硬化物の厚みも特に限定されず、好ましくは１０～１０００μｍ程度、より好
ましくは２５～５００μｍ程度となる範囲であればよい。
【００９１】
　（３．粘着シート）
　本開示は、上記硬化物を粘着層とする、粘着シートを提供する。本発明の粘着シートは
、前記プラスチックフィルムの少なくとも片面に本発明の硬化物（粘着層）を有する物品
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である。該シートはテープ状に加工して使用することもできる。
【実施例】
【００９２】
　以下に、実施例及び比較例をあげて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの例
に限定されるものではない。なお、各例中、部及び％は特記しない限りすべて質量基準で
ある。
【００９３】
　各製造例中、ベース樹脂であるポリウレタン（メタ）アクリレートの重量平均分子量は
、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポリスチレン換算値であり、該測定条
件は以下のとおりである
測定装置本体：製品名「ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ」、東ソー（株）製
カラム：製品名「ＴＳＫＧｅｌ　Ｇ１０００Ｈ」、「ＴＳＫＧｅｌ　Ｇ２０００Ｈ」、い
ずれも東ソー（株）製
展開溶媒：テトラヒドロフラン
【００９４】
　各製造例中、ウレタンプレポリマーのＮＣＯ測定方法は、以下のとおりである
測定装置本体：電位差自動滴定装置「製品名ＡＴ－４００」、ＫＥＭ（株）製
測定手順：
１：専用秤量瓶にサンプル０．５００～１．０００ｇ秤量する。
２：０．１５ｍｏｌ/Ｌのジブチルアミン／トルエン溶液を１０ｍＬ注入する。
３：サンプルを入れた秤量瓶を超音波洗浄機に入れ、サンプルを完全に溶解する。
４：サンプルが完全に溶解しているのを確認し、１５分間放置する（直射日光、熱の掛ら
ない所）。
５：１５分後、秤量瓶にイソプロピルアルコールを１００ｍＬ加える。
スターラーピースも静かに秤量瓶に入れる。
６：０．１ｍｏｌ／Ｌ塩酸溶液（ｆ＝１．００）を用いて滴定を行い、ＮＣＯ価を求めま
す。
測定するサンプル量を自動滴定装置にインプット後、測定する。測定差が０．３０以内で
あれば可とする。０．３０以上であれば、再度１個測定し、０．３０以内を確認する。
【００９５】
製造例１
　冷却菅、撹拌機及び窒素導入管を備える反応装置に、重量平均分子量２，０００のポリ
プロピレングリコール（ＡＤＥＫＡ（株）製、商品名「アデカポリエーテルＰ－２０００
」）（以下、ＰＰＧ２０００）８６９部、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（以
下、水添ＭＤＩ）１２３部、２－エチルヘキシルアクリレート（以下、２－ＥＨＡ）３３
３部及びジオクチル錫ジラウレート０．４部を加え、８０℃まで昇温して３時間保温した
後、中間体であるイソシアネート基末端ウレタンプレポリマーの２－ＥＨＡ溶液を得た。
続いて、２－ヒドロキシエチルアクリレート（以下、ＨＥＡ）を８部加え、８０℃で２時
間保温し、ＮＣＯ測定にて反応完結を確認することにより、重量平均分子量５８，０００
、１分子中の（メタ）アクリロイル基の平均個数２．０のポリウレタンアクリレート（以
下、（Ａ－１）成分）の２－ＥＨＡ溶液を得た。
【００９６】
製造例２
　製造例１と同様の反応装置に、ＰＰＧ２０００　８８４部、イソホロンジイソシアネー
ト（以下、ＩＰＤＩ）１０６部、２－ＥＨＡ３３３部及びオクチル酸スズ０．４部を加え
、８０℃まで昇温して３時間保温した後、中間体であるイソシアネート基末端ウレタンプ
レポリマーの２－ＥＨＡ溶液を得た。続いて、４－ヒドロキシブチルアクリレート（以下
、４ＨＢＡ）を１０部加え、８０℃で２時間保温し、ＮＣＯ測定にて反応完結を確認する
ことにより、重量平均分子量５５，０００、１分子中の（メタ）アクリロイル基の平均個
数２．０のポリウレタンアクリレートオリゴマー（以下、（Ａ－２）成分）の２－ＥＨＡ
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溶液を得た。
【００９７】
製造例３
　製造例１と同様の反応装置に、ＰＰＧ１０００　８１５部、ＩＰＤＩ　１７２部、２－
ＥＨＡ３３３部及びオクチル酸スズ０．４部を加え、８０℃まで昇温して３時間保温した
後、中間体である水酸基末端ポリウレタンの２－ＥＨＡ溶液を得た。続いて、２－イソシ
アナトエチルメタアクリレート（昭和電工（株）製、商品名「カレンズＭＯＩ」）（以下
、ＭＯＩ）を１３部加え、８０℃で２時間保温し、ＮＣＯ測定にて反応完結を確認するこ
とにより、重量平均分子量４５，０００、１分子中の（メタ）アクリロイル基の平均個数
２．０のポリウレタンアクリレートオリゴマー（以下、（Ａ－３）成分）の２－ＥＨＡ溶
液を得た。
【００９８】
製造例４
　冷却菅、撹拌機及び窒素導入管を備える反応装置に、重量平均分子量２，０００のポリ
プロピレングリコール（ＡＤＥＫＡ（株）製、商品名「アデカポリエーテルＰ－２０００
」）（以下、ＰＰＧ２０００）８６９部、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（以
下、水添ＭＤＩ）１２３部、ｎ－ブチルアクリレート（以下、ＢＡ）３３３部及びジオク
チル錫ジラウレート０．４部を加え、８０℃まで昇温して３時間保温した後、中間体であ
るイソシアネート基末端ウレタンプレポリマーのＢＡ溶液を得た。続いて、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート（以下、ＨＥＡ）を８部加え、８０℃で２時間保温し、ＮＣＯ測定
にて反応完結を確認することにより、重量平均分子量５８，０００、１分子中の（メタ）
アクリロイル基の平均個数２．０のポリウレタンアクリレート（以下、（Ａ－４）成分）
のＢＡ溶液を得た。
【００９９】
比較製造例１
　製造例１と同様の反応装置に、重量平均分子量４，０００の水素添加ポリブタジエンポ
リオール（日本曹達（株）製、商品名「ＮＩＳＳＯ－ＰＢ　ＧＩ－３０００」）９１０部
、イソホロンジイソシアネート８１部及びオクチル酸スズ０．２部を加え、８０℃まで昇
温して２時間保温した後、ＮＣＯ測定にて反応完結を確認し、中間体である水酸基末端ウ
レタンオリゴマーを得た。ついで、２－イソシアナトエチルメタアクリレートを１９部加
え、８０℃で２時間保温し、ＮＣＯ測定にて反応完結を確認することにより、重量平均分
子量３６，０００、１分子中の（メタ）アクリロイル基の平均個数２．０のポリウレタン
メタクリレートオリゴマー（ア）（以下、（ア）成分という）を得た。
【０１００】
比較製造例２
　製造例１と同様の反応装置に、水酸基含有アクリル系ポリマーの２－ＥＨＡ溶液４７９
部（根上工業（株）製、商品名「パラクロンＳＹ－１０６２ＫＹ」；アクリル系ポリマー
６２ｗｔ％、重量平均分子量５００，０００，２－ＥＨＡ　３８ｗｔ％）、ＭＯＩ　３部
、オクチル酸スズ０．２部を加え、８０℃まで昇温し、４時間保温した後、ＮＣＯ測定に
て反応が完結していることを確認し、重量平均分子量５００，０００のエチレン性不飽和
結合含有アクリル系ポリマー（イ）（以下、（イ）成分）の２－ＥＨＡ溶液を得た。
【０１０１】
実施例１
　（Ａ）成分として製造例１で製造した（Ａ－１）成分、（Ｂ）成分として２－ＥＨＡ、
（Ｃ）成分としてイソボルニルアクリレート（以下ＩＢＸＡ）、（Ｄ）成分としてＨＥＡ
、（Ｅ）成分として１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（ＤＫＳＨジャパン社
製、商品名「Ｌｕｎａ２００」）（以下、Ｌｕｎａ２００）、（Ｆ）成分として３，９－
ビス［２－｛３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロ
ピオニルオキシ｝－１，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ
［５，５］ウンデカン（アデカ社製、商品名「アデカスタブＡＯ－８０」）（以下、ＡＯ



(18) JP 2018-100403 A 2018.6.28

10

20

30

40

50

８０）、並びに（Ｇ）成分としてジトリデシル－３，３’－チオジプロピオネート（アデ
カ社製、商品名「アデカスタブＡＯ－５０３」）（以下、ＡＯ５０３）を表１で示す質量
％となるよう混合することにより、紫外線硬化型粘着剤を得た。溶剤含有率、ガードナー
色数及び粘度を表２に示す。なお、（Ｉ）成分の含有量は粘着剤の１質量％未満であった
。
【０１０２】
実施例２～１３及び比較例１～１１
　表１に記載するように成分を変更した以外は実施例１と同様にして実施した。なお、（
Ｉ）成分の含有量はいずれも粘着剤の１質量％未満であった。
【０１０３】
【表１】

　表中に記載の使用量（質量％）は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成
分の合計質量に対する比率である。
２－ＥＨＡ：２－エチルヘキシルアクリレート（三菱ケミカル（株）製、商品名「アクリ
ル酸２－エチルヘキシル」）
ＢＡ：ｎ－ブチルアクリレート（三菱ケミカル（株）製、商品名「アクリル酸ブチル」）
ＩＢＸＡ：イソボルニルアクリレート（大阪有機化学（株）製、商品名「ＩＢＸＡ」）
ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート（大阪有機化学（株）製、商品名「ＨＥＡ」
）
４ＨＢＡ：４－ヒドロキシブチルアクリレート（大阪有機化学（株）製、商品名「４－Ｈ
ＢＡ」）
２ＨＢＡ：２－ヒドロキシブチルアクリレート（共栄社化学（株）製、商品名「ライトア
クリレートＨＯＢ－Ａ」）
Ｌｕｎａ２００：１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（ＤＫＳＨジャパン（株
）製、商品名「Ｌｕｎａ２００」）
ＴＰＯ：２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキサイド（ＤＫＳ
Ｈジャパン（株）製、商品名「Ｓｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＴＰＯ」）
Ｉｒｇ．６５１：２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン（ＢＡＳＦ社製、商
品名Ｉｒｇａｃｕｒｅ６５１）
ＡＯ３０：１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニル）ブタン（（株）アデカ製、商品名「アデカスタブＡＯ－３０」）
ＡＯ８０：３，９－ビス［２－｛３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メ
チルフェニル）プロピオニルオキシ｝－１，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－
テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン（（株）アデカ製、商品名「アデカスタブＡＯ
－８０」）
ＡＯ５０３：ジトリデシル－３，３’－チオジプロピオネート（（株）アデカ製、商品名
「アデカスタブＡＯ－５０３」）
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Ｉｒｇａｎｏｘ１７２６：４，６－ビス（ドデシルチオメチル）－Ｏ－クレゾール（ＢＡ
ＳＦ社製、商品名Ｉｒｇａｎｏｘ１７２６）
ＫＥ３１１：水添ロジンエステル（荒川化学工業（株）製、商品名「パインクリスタルＫ
Ｅ－３１１」）
【０１０４】
　実施例及び比較例の各粘着剤について、相溶性、ガードナー色数、溶剤含有率及び粘度
を以下の基準及び条件で評価及び測定を行った。
＜相溶性＞
○：均一であり完全に透明
×：白濁、沈降物、不溶解物及び液相分離のいずれかを確認
【０１０５】
＜ガードナー色数＞
　ＪＩＳ　Ｋ５６００に準拠した測定値。
【０１０６】
＜溶剤含有率＞
　下記条件におけるガスクロマトグラフ装置の測定値。
（分析装置）
ＧＣ：Ａｇｉｌｅｎｔ　６８５０（アジレント・テクノロジー（株）製）
（ＧＣ測定条件）
ＧＣカラム：ＨＰ－１（アジレント・テクノロジー（株）製）
カラム温度：５０℃（１０ｍｉｎ）→１０℃／ｍｉｎ→３００℃（１０ｍｉｎ）
カラム流量：２．０ｍｌ／ｍｉｎ
Ｃａｒｒｉｅｒ　ｇａｓ：ヘリウム
注入方法：Ｓｐｌｉｔ（５０：１）
検出温度：３００℃
【０１０７】
＜粘度（ｍＰａ・ｓ）＞
　Ｅ型粘度計（ＴＶＥ－１０（東機産業（株）製）による２５℃及び５分の条件の測定値
。
【０１０８】
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【表２】

【０１０９】
　実施例及び比較例の各紫外線硬化型粘着剤について以下の測定、試験及び評価を実施し
た。
【０１１０】
１．粘着力試験
　（１）粘着剤を、７５μｍ厚の重剥離処理ポリエステルフィルム（パナック（株）製、
商品名「ＳＰ－ＰＥＴ－０３－７５ＢＵ」）上に、硬化後の膜厚が２５０μｍとなるよう
塗布し、粘着剤組成物塗布層に３８μｍ厚の軽剥離処理ポリエステルフィルム（パナック
（株）製、商品名「ＳＰ－ＰＥＴ－０１－３８ＢＵ」）の剥離処理面を貼り合わせる。次
いで、得られた塗工フィルムを、大気中、高圧水銀灯（１００ｍＷ／ｃｍ２、９００ｍＪ
／ｃｍ２）で紫外線を照射することで、粘着層を含む積層フィルム（軽剥離処理ポリエス
テルフィルム／粘着層／重剥離処理ポリエステルフィルム）を作製した。
　（２）次に、積層フィルムの重剥離処理ポリエステルフィルムを剥がし、５０μｍのポ
リエステルフィルム（東洋紡績（株）製、コスモシャインＡ－４３００）を２ｋｇローラ
ーで貼り合わせた後、軽剥離処理ポリエステルフィルムを剥がし、片面粘着シートをガラ
ス板に２ｋｇローラーで貼り合わせて粘着試験用積層体（コスモシャインＡ－４３００／
粘着層／ガラス板）を作製し、これを２５℃及び５０％ＲＨの条件下で２４時間放置した
。
　（３）次いで、該片面粘着シートをガラス板から１８０°方向に３００ｍｍ／ｍｉｎの
速度で剥離することによって、粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。なお、測定は、市販
の機械（ＡＮＤ（株）製、テンシロン万能材料試験機）を用いた。
【０１１１】
２．粘着層の再剥離性試験
　前記項目１.（３）の粘着力試験実施後のガラス板における糊残り状態を以下の基準で
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目視評価した。
○：糊残りがない
△：部分的にやや糊残りがある
×：ガラス表面全面に糊残りがある
【０１１２】
３．透明性評価
　前記項目１．（２）に係る粘着試験用積層体のヘイズ値と、これを温度８５℃及び８５
％ＲＨの恒温恒湿槽中に５００時間静置した後のヘイズ値とを、村上色彩技術研究所製カ
ラーへイズメーターを用いて、ＪＩＳ　Ｋ　５４００に準拠し測定した。なお、得られた
ヘイズ値は、基材（コスモシャインＡ－４３００及びガラス板）のヘイズ値を含めた値で
ある。
【０１１３】
４．粘着層の耐久性評価
　前記項目１．（２）に係る粘着試験用積層体を、温度８５℃及び８５％ＲＨの恒温恒湿
槽中に５００時間静置した後、粘着層の耐久性を以下の基準で評価した。
○：基材の剥がれ、粘着層中の気泡、粘着層の破損のいずれもなし
×：基材の剥がれ、粘着層中の気泡、粘着層の破損の少なくとも一の欠陥が発生
【０１１４】
５．耐熱黄変性評価
　前記項目１．（２）に係る粘着試験用積層体を、分光色差計（日本電色工業社製、製品
名「分光色差計ＳＥ６０００」）で耐熱試験前黄変度（ｂ＊）を測定した。また、温度１
０５℃の恒温槽中に２５０時間静置した後に、同様に黄変度（ｂ＊）を測定した。粘着層
の黄変度の変化（△ｂ＊）を評価した。粘着層の黄変度の変化（△ｂ＊）数値が小さいほ
ど耐熱黄変性が良好であることを示す。
【０１１５】
６．保持力試験
　前記項目１．（２）に係る片面粘着シートを、ステンレス板に２ｋｇローラーで貼り合
わせ、２５℃及び５０％ＲＨの条件下で２４時間放置した。次いで、ＪＩＳＺ－１５２４
に準じ、該片面粘着シートの一端に１ｋｇの荷重を垂直方向に負荷し、恒温槽付き保持力
試験機（テスター産業（株）製、クリープテスター（恒温槽付き））中で１０５℃の条件
で、粘着テープがずれ落ちるまでの時間を測定した。
【０１１６】
【表３】
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